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老朽施設の再活用手法としての木造による屋上増築 
 
THE ROOFTOP EXTENSION BY TIMBER STRUCTURE AS CONVERSION  
OF LOW UTILITY VALUE BUILDINGS 
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With the post-war spectacular economic growth, various public buildings have been built in Japan. 
These buildings do not have a structural problem. But it is necessary to rebuild or update because they 
have problems on equipment and use. Generally low utility value building has been rebuilt, but that to 
constructing new facilities with discard the existing building must be reviewed from the point of view of 
environmental protection. This paper proposes the rooftop extension by timber structure as conversion 
of low utility value buildings. 
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１． はじめに 
戦後の高度経済成長に伴い、我が国では様々な公共建
築物が建設された。しかしながらそれらの建築物は構造
的には健全であるものの、用途や設備の機能不全を起こ
し建替えや更新の必要に迫られている。 
従来では利用価値の低下した施設に対しては主に建替
えという手法が用いられてきたが、今あるものを解体廃
棄し膨大な資材を投じて新たな施設を建設する所謂スク
ラップアンドビルドは、環境的要請から見直す必要性が
ある。本論文ではそうしたスクラップアンドビルドとは
別の選択肢として、木造による屋上増築という経年施設
再活用手法を提案する。 
 
 
図１ 外観 CG パース 
 
２． 増築計画概要 
（１）研究方法 
経年施設再活用手法としての木造屋上増築における有
用性を示すには、問題点や検討事項を明確にした上で解
決する必要がある。故に本稿では対象となる施設を定め、
具体的に木造屋上増築計画のケーススタディを行うこと
で目的の達成を目指す。計画は大きく機能、構造、環境、
コストの 4 分野でそれぞれ行い、対象施設の状況を考慮
した上で進める。 
 
（２）研究体制 
本研究は、林野庁及び竹中工務店の有志と法政大学構
法研究室の三団体とで取り組んできた 2013 年度の研究
内容を引継いだものである。 
 
（３）対象建物 
対象施設は青森県青森市に位置する森林管理局庁舎で
あり、青森市への売却が予定されている。 
 
表１ 対象建物詳細 
建物名称 青森森林管理署庁舎 地域地区 工業地域　無指定
竣工 昭和　52年 建築面積 709.017㎡
所在地 青森県青森市柳川2丁目1-1 容積率 法200％
敷地面積 9933.000㎡（3004.733坪） 建蔽率 法　60％
本館　872.950㎡ 最高高さ 10.6m
増築　502.659㎡ 耐火基準 準耐火
総床面積　1375.609㎡ 垂直積雪量 1800mm
主要用途 事務所 雪単位荷重 30N/cm/㎡
延床面積
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 対象施設は青森市市役所と隣接している。青森市市役
所では事務スペース不測という問題があり、対象施設を
購入した場合は事務所としての利用を想定している。故
にメインのプログラムは事務所とし、また敷地が住宅エ
リアと隣接していることから、地域住民も利用可能なラ
イブラリースペースとの複合施設とする。 
 
 
図２ 敷地図 
 
（４）対象建物の価値向上に向けた増築提案 
老朽した施設が内包する問題点は耐震不足や設備の劣
化といったハード面の問題だけではない。竣工から数十
年の時を経ることで当時とは異なる利用者の要求が生じ、
現在の構成や動線ではその要求に対応しきれない場合が
ある。本論文で計画する木造屋上増築では、ソフト面に
おける施設の価値向上も重大な命題であり、対象施設に
生ずる新たな要求を満たす必要がある。 
 
 
図３ 増築模式図 
 
（５）増築提案が生み出す多様な使われ方 
本計画のプログラム構成は事務所とライブラリーがメ
インとなる。また、一部多目的スペースとすることで地
域住民が参加できる小規模なイベントを行うことが可能
である。屋上増築に加え施設のエントランス側に階段室
とエレベーターホールを含む空間を増築することで新た
な縦動線と管理区画を整備し、多様な施設利用を想定し
た。 
 
 
図４ 動線計画図 
 
上図のように新設した縦動線と既存動線をあわせて利
用することで、事務所とライブラリー、多目的スペース
を個別で利用管理することが可能である。 
事務所スペースの増床に関しては、増築前の 368 ㎡に
対して増築後は 717 ㎡となり、約 2 倍の床面積を確保す
ることができる。プログラムを複合化せず事務所のみと
する場合、事務所の床面積は増築前の 4 倍まで増床する
ことが可能である。 
 
３． 構造計画 
（１）架構システム 
  
 
図５ 構造モデル 
 
既存 2 階部分が 12m の無柱空間であることから、3 階
にも使い勝手の良い無柱空間を計画した。このため新設
の屋根構造は、集成材梁を T 字型に組んで強化し、12m
の大型スパンを架構した。 
屋根梁は両端部の柱と方杖により安定的に支持され、
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下部の RC 柱と緊結させる。 
 
（２）既存フレームの構造余裕度算定 
既存対象建築のモデルを構造解析ソフト（Dlubal 
RSTAB）上で解析し、そこから得た結果をもとに主要構
造部の構造的余裕度を算定する。 
 
a）構造余裕度算定基準 
 
 
図６ 構造余裕度算定チャート 
 
本研究における構造計画は厳格な法令や基準を全て満
たすことを目的とはしておらず、屋上増築の構造的実現
性を検討することに主眼を置いている。故に本稿で示す
構造余裕度の基準は法令等に準ずるものではない。 
 
b）算定結果 
 下図は対象施設の補強において要不要を論じるために
構造余裕度を示したものである。 
増築における追加加重を踏まえた上で既存フレームに
必要な鉄筋量を算出し、実際の鉄筋量と比較した。各構
造体に表記した数値は、実際の鉄筋量に対する必要鉄筋
量の割合である。 
  
 
図７ 構造余裕度モデル（長期） 
 
 
図８ 構造余裕度モデル（短期、Ｘ方向水平力） 
 
 
図９ 構造余裕度モデル（短期、Ｙ方向水平力） 
 
 鉄筋コンクリート造である対象施設に対して木材は非
常に軽量であることから、荷重の増加による構造体への
負担は大きなものではないという結果が得られた。しか
しながら、短期荷重における柱のように構造体の余裕が
少ない箇所も認められるため、構造体そのものの部分的
補強を要しないとは断言できない。 
コンクリートの劣化具合やそれに伴う構造体補強の必要
性を精査することが今後の課題である。 
 
４． 温熱環境計画 
（１）最適な環境計画の検討 
本計画では木造屋上増築による老朽施設の価値向上が
目的であり、温熱環境の改善も施設の価値を向上させる
上で非常に重要な項目といえる。既存施設の構造体のみ
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を活用する本計画においては大掛かりな設備更新が可能
であるため、十分に検討する必要がある。 
 
a）熱回路網分析プログラム「BEST」による解析 
 国際的に高基準の環境性能を実現するため、下記の条
件における冷暖房の年間熱負荷及び最大熱負荷を算出す
る。 
 
表１ プログラムにおける設定条件 
1 次世代省エネ基準 Q値＝1.9W/㎡Kに必要な断熱設備を備える。
2 Q値＝１相当断熱 Q値＝1.0W/㎡Kに必要な断熱設備を備える。
3 2+熱交換換気 2の断熱に加えて熱交換換気を導入した場合。
4 遮蔽時間8:00～12:00 ルーバー或いはスクリーンにより表示時間内の直達日射を遮断した場合。
5 遮蔽時間8:00～17:00 ルーバー或いはスクリーンにより表示時間内の直達日射を遮断した場合。
6 遮蔽時間6:00～12:00 ルーバー或いはスクリーンにより表示時間内の直達日射を遮断した場合。
7 遮蔽時間6:00～17:00 ルーバー或いはスクリーンにより表示時間内の直達日射を遮断した場合。  
 
 尚、空調の稼動期間においては下記の通りである。 
 ・毎週日曜日を休館日とし、空調を停止 
 ・空調稼動時間は 8:30～19:00 までの 10.5 時間 
 
b）解析結果 
BEST による解析から次のような結果を得た。 
 
 
図１０ 最大熱負荷 
 
 
図１１ 年間熱負荷 
 
c）自然換気 
 年間冷房負荷低減のため、中間期や夏期の一部など室
内温度が高すぎない期間の空調を停止し自然換気をおこ
なった場合のシミュレーションを行った。尚、空調停止
期間は室内温度が 28℃以下の場合とする。 
 
 
図１２ 7～9 月における室内気温 
 
 7～9 月の室内気温グラフから、温度が 28℃を超える
期間は 7/22 から 9/3 までであり、一部休館日等を除けば
実質 24 日間であるという結果がえられた。 
 
 
図１３ 自然換気併用における年間熱負荷 
 
グラフから、自然換気を併用することで冷房負荷の約
75%を削減できる事が分かる。年間暖房負荷、年間冷房
負荷共にドイツパッシブハウスの冷暖房エネルギー消費
量目安である 15kWh/㎡を下回ることが示せた。年間熱
負荷は大幅に低減させる事ができたが、冷房出力は未だ
に高い数値を示しており、冷房における最大熱負荷を抑
えることが今後の課題となる。 
 
（２）バイオマスボイラーの検討 
空調の熱源としてバイオマスボイラーの導入を検討す
る。 
本計画における最大暖房負荷は 100kW 程度なので、
商業用小ボイラ （ー熱容量 100-200kW）を用いるとする。 
 
表２ kW あたりのチップボイラー価格 
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出力　(kW) 価格 価格（海外）
100 ¥167,136 ¥258,515
200 ¥128,434 ¥377,456
300 ¥98,649 ¥208,438
400 ¥141,536 ¥346,676
500 ¥69,424
900 ¥56,363 ¥76,019
1000 ¥79,000 ¥204,000
平均 ¥105,792 ¥245,184  
 
表３ 年間燃料費用 
重油ボイラー チップボイラー ペレットボイラー
定格出力
kW
200 200 200
稼働時間
h/年
27.665 27.665 27.665
必要熱量
kWh/年
5533 5533 5533
必要燃料量
チップ：t/年
重油：L/年
536.6634336 1.707716049 1.213377193
燃料費
円/年
¥45,616 ¥27,323 ¥52,175
重油との差額
円/年
- ¥18,293 ¥-24,852
 
 
本計画における重油ボイラーとバイオマスボイラーの
比較を行ったが、経済的優位性は認められなかった。原
因としては以下の点が挙げられる。 
 
  ・補助金を見込んでもボイラーの初期費用が重油ボ
イラーに比べ割高である。 
  ・チップボイラーに関して燃料費は割安だが、初期
費用差額に比べ極めて小額である。 
  ・木質ペレットの燃料費価格が高く、ランニングコ
ストにおいても優位性は無い。 
  ・本計画における年間熱負荷が極めて小さく、ラン
ニングコストの優位性を十分に活かすことができ
ない。 
 
以上の点から、経済的観点からは木質バイオマスボイ
ラーを用いる必要性は見出せないが、環境的或いは地域
経済的観点においては木質バイオマスボイラーの導入は
価値があるといえる。木材をエネルギーとして用いるこ
とで二酸化炭素の排出量は抑制され、廃材を再利用する
ことで無駄の少ないエネルギーの生産が可能である。ま
た化石燃料の代わりに国産の木質燃料を用いることで、
貨幣の流れを国内へ向けることが可能となる。 
環境計画におけるコストの管理は重要ではあるが、国
産材の利用促進、既存資源の再活用を目指す本計画にお
いては、広い視野をもって検討する必要がある。 
 
５． コスト 
（１）コスト概要 
増築による老朽施設再活用の大きな利点は、躯体の再
利用や廃棄物の削減等に起因する費用の削減である。増
築計画に必要な費用の概算を行うことで、建替えとの経
済的差異を明らかにする。 
本稿では対象施設と同規模の鉄筋コンクリート造建築
の建設費内訳を参考に、増築計画と建替えの費用を概算
する。解体費用に関しては、解体専門業者見積もりを参
考にする。 
 
 
図１４ 施設別費用内訳 
 
（２）比較結果 
各種データをまとめ、新築費用に対する増築費用の割
合を算出する。なおここで取り扱う費用は建築、解体、
産廃、昇降機、空調、衛生、電気の七種類に大別されて
おり、それぞれの割合を示したものが下のグラフである。 
 
 
図１５ 建設コスト比較 
 
結果は新築に対して増築の費用は 71％に止まり、約 3
割の費用削減効果が示された。仮に鉄筋コンクリート造
事務所の平米単価を 24 万円/㎡と仮定した場合、約 2 億
円の削減となる。この結果は諸資料から抜粋した一般的
な内訳を参考に概算を行ったため、より正確な値を算出
するには各項目を精査する必要があるものの、新築に対
して経済手的利点を示したといえる。 
 
６． 結論 
本論文では経年施設再活用手法としての木造屋上増築
における４つの課題項目（機能、構造、環境、費用）の
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検討及び解決を目指すことで、計画の普遍的な価値を提
示してきた。 
 機能においては、対象施設の条件及び想定される施主
側の要求に対して、増改築がいかに柔軟に機能的不全を
解決し得るかが重要であった。この課題に関しては、縦
動線の新設と屋上増築部の大スパン架構による無柱空間
の実現により、機能における柔軟性を示した。 
構造においては、対象施設の屋上に荷重を追加するこ
とが現実的に可能であるかを問う必要がある。簡易的な
基準ではあるが構造余裕度の算定を行い、想定される荷
重の増加による既存フレームへの負担が極めて小さいと
いう結果が得られた。しかしながら実施設計を行う上で
は更に厳格な基準の下に判定を行う必要があり、更なる
精査が今後の課題である。 
 環境においては、寒冷地特有の諸問題に対して、どの
ような設備システムが最適であるかを判断する必要があ
る。ここでは高い環境性能を実現するために必要な断熱
とそれに伴う熱負荷の算出を行った。結果を基にいくつ
かの設備システムに関して検討を行ったが、結果として
最適な設備の選択を行うには更なる調査とシミュレーシ
ョンを要する。 
 費用においては、本計画が新築に対して経済的優位性
を有しているのか、またその差異を提示する必要がある。
建築コストにおける一般的内訳や実例等を参考に、本計
画における増築費と本計画と同規模施設の内訳割合を概
算することで、その経済的差異を示した。結果の値はあ
くまで概算によるものだが、本計画の経済的優位性はあ
る程度示されたといえるだろう。 
 以上の検討や考察から、木造屋上増築は経年施設再活
用手法として十分意義を持ち合わせた計画であるといえ
る。しかしながら本論文では、法規や施工方法等に関す
る検討を行うまでには至らず、更なる精査を要する。今 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
後の課題としては本論文で触れるに至らなかった分野の
課題検討及び解決を行い、木造屋上増築における意義の
裏づけが重要となる。 
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